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図 1.1: 関西 8事業体における法定耐用年数で更新する場合の施設別更新事業費予測（関西水道事
業研究会）[3],[4]







































図 1.3: 社会資本のストック額 [7]






























































































































































































































































































1907年（明治 40年）には 176万人，そして 1911年（明治 44年）には 418万人と急増する．し
かし，それでも当時の総人口 4,985万人に対して普及率はわずかに 8.4％に過ぎなかった．大正時
代に入ると給水人口，普及率も大幅に増え，1914年（大正 3年）には 12.7％，同 14年には普及
率 20.7％，昭和に入っても水道の普及は顕著で 1936年（昭和 11年）には 31.5％となる．しかし，
この頃を境に，第 2次世界大戦などの影響もあり，水道事業も伸び悩み終戦時の 1945年（昭和 20
年）には普及率は 34.8％であった．戦後に入ると我が国の復興とともに再び上昇傾向が急激に早
まり，1957年（昭和 32年）には給水人口 2,882万人，普及率 40.7％となり，1960年（昭和 35年）
には給水人口 4,991万人，普及率 53.4％と国民の半分以上が水道を利用することとなる．とりわけ
1960年（昭和 35年）以降，1979年（昭和 54年）までの 20年間の水道の伸びはまざましく，給
水人口で約 5,565万人，普及率で約 38％の上昇となった．このため，1980年（昭和 55年）には
































































































日本全国に布設されている水道管の総延長は 59万 9000kmで，これは地球をおよそ 15周する長
さに匹敵し，その総資産価値は水道資産全体の約 7割に相当する．配水管延長は 1997年（平成 9

























































































































図 2.5: 収益的支出に占める各費目の割合（全国平均）　 [25]
図 2.6: 資本的支出に占める各費目の割合（全国平均）　 [25]









































図 2.9: 投資額と更新需要 (除却額)の推移
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図 4.1: ルート t則に基づく中性化曲線















































Bi = 0 zi + wi (4.3)
(i = 1;    ; n)　
と定式化する．ここで，(> 0)は加速度パラメータ，Biは個々のコンクリート部材の構造特性の
異質性を反映する係数（中性化係数と呼ぶ）であり，加速要因と誤差項の和で構成される．ただ










辺の中性化係数 Biは，個々のコンクリート構造物の中性化速度が，構造特性 ziと誤差項 wiに応
じて異質であることを表現している．
加速劣化ハザードモデル [72]では，劣化状態がある管理水準に到達するまでの経過時間（寿命）
の対数値を，劣化・損傷の共変量 0 ziと誤差項 wiの線形和として表現する．式 (4.2)の両辺の対
数をとれば，加速劣化ハザードモデル
yi = ln ti =  ln xi + 0 zi + wi (i = 1;    ; n) (4.5)
を得る．確率変動項 wiが確率密度関数
fw(wi) = expf wi   exp( wi)g (4.6)
71
第 4章 加速劣化ハザードモデルのコンクリート中性化予測への適用
で表現される標準ガンベル分布に従うと仮定する．ただし，E(wi) = であり， (= 0:57722    )は
オイラー定数である．式 (4.5)を
wi =
yi    ln xi   0 zi

(i = 1;    ; n) (4.7)
と書き直し，確率密度関数 (4.6)の変数変換を行う．その結果，部材 iが構造特性 ziにおいて中性
化深さが管理水準 xiに到達するまでの所要時間（寿命）の条件付分布を表す確率密度関数は，




























= 1   expf  exp( wi)g　 (4.9)
と表現される．部材 iが構造特性 ziにおいて対数時間 yiが経過した時点で，中性化深さが管理水
準 xiまで到達していない確率は，生存関数
S y(yijxi; zi) = S w
 
yi    ln xi   0 zi

!









を用いて表現できる．さらに，変数変換 ti = exp(yi)により経過時間 tiに関する生存関数は，
S t(tijxi; zi) = 1   expf i(xi; zi)t i g (4.11)
i(xi; zi) = exp
 























なわち，1)経過時間 yiと中性化深さ xiに関する情報が獲得可能な場合 (タイプ 1)，2)中性化深さ
が管理水準 xiに到達したかどうかを表すデータのみが入手可能な場合 (タイプ 2)という 2種類の





各サンプルの情報を i (i = 1;    ; n)を i = (xi; yi; zi)と表すことができる．ただし，zi = (z1i ;    ; zMi )





























yi    ln xi   0 zi

!)









深さ xiに到達していると考えよう．この場合，目視点検のサンプルが有する情報は i = (i; yi; zi)
として整理できる．ただし，iはダミー変数であり，
i =
8>><>>: 1 管理水準を満足しない場合0 満足する場合 (4.15)
と定義する．すなわち，i = 1ならば，構造物 iに中性化による損傷・損壊が発生し，中性化が鉄
筋の位置まで進行していることを意味している．i = 1が生起する確率は，寿命関数












を用いて表現される．一方， i = 0ならば，管理水準を満足しており，その確率は生存確率 (4.11)







fFy(yijxi; zi)gifS y(yijxi; zi)g1 i (4.17)
と表せる．さらに，対数尤度関数は次式で表される．







(1   i) lnf1   exp(Ai)g (4.18)













flnL(; ; )g (4.19)
























と表すことができる [96],[97]．ただし，上式の右辺の逆行列は @2 lnL()=@i@i0 を要素とする
(M + 3)  (M + 3)次の Fisher情報行列 [97]の逆行列である．最尤推計量 を求めれば，共分散行
列の推計量 ()を用いて t 検定統計量を推計できる．
4.3.3 ルート t則の統計的検定
ルート t則を用いた中性化速度式は，加速劣化ハザードモデルの加速度パラメータを = 2に設
定した特殊ケースに相当する．そこで，2種類の加速劣化ハザードモデル
yi = 1 ln xi + 01 zi + 1wi (4.23)
yi = 2 ln xi + 02 zi + 2wi (4.24)
を考える．さらに，これら 2種類の加速劣化ハザードモデル (4.23),(4.24)のパラメータの最尤推計
量を，それぞれ ( 1; 1; 1), (2; 2; 2)と表そう．ルート t則に関する仮説検定モデルは
76
4.3 加速劣化ハザードモデル
8>><>>: H0 1 = 2H1 1 , 2 (4.25)
と定式化できる．すなわち，帰無仮説 H0を対立仮説 H1に対して検定する問題を考える．ここで，
尤度比検定法を用いれば，仮説検定統計量 は
 = 2fL( 1; 1; 1)   L(2; 2; 2)g (4.26)
と定式化される．ただし，L( 1; 1; 1), L(2; 2; 2)は，それぞれ最尤推計量 ( 1; 1; 1), (2; 2; 2)
に対して定義される尤度である．この時，検定統計量 が棄却域   2(100 )()に入れば有意水準

























と表される．ここで，確率誤差項 wiが確率密度関数 fw(wi) (式 (4.6)参照)に従うことを考慮すれ
ば，変数変換
wi =
  ln xi + lnTi   0 zi

(i = 1;    ; n) (4.28)
により，経過時間 Tiにおける対数中性化深さ i = ln xiの条件付分布を表す確率密度関数は，
f(ijTi; zi) = 

fw










i   lnTi + 0 zi

!








































































と表せる．この時，リスク管理水準を "  100$％とした VaR(ValueatRisk)指標i(")は
H( xi(")jTi; zi) = 1   " (4.36)
を満足するような xi(")として定義できる．すなわち，経過時間 Tiにおいて，それを超えるような
中性化深さが出現するような超過確率が "となるような臨界的な中性化深さを表す．また，経過




















寿命 iに対して i > Tiが成立している場合を考える．中性化が管理水準 Xまで到達していないと
いう条件の下で，今後さらに 以上の期間にわたって当該施設を補修しないで使用できる条件付
確率（以下，余寿命分布と呼ぶ） F(jX; Ti)は
Fi(jX; Ti) = Prfi  Ti + jX; i  Ti) (4.38)
と定義できる．すなわち，確率 F(jX; Ti)は，経過時間 Tiの部材 iの管理水準 Xに到達するまでの
余寿命が 以上となる確率を表している．さらに，生存確率 S t(TijX; zi)を用いれば，余寿命分布
F(jX;Ti)は
Fi(jX; Ti) = S t(Ti + jX; zi)
S t(TijX; zi)
=
1   expf i(X; zi)(Ti + ) g









Fi() = 1    (4.40)
を満足するような として求まる．なお，期待余寿命 (Remaining Mean Distribution)は，部分積
分により

































化ハザードモデルを推計することとした．推計に用いたデータ数は n = 236である．コンクリート
コアサンプルの構造特性を表す変数として
1i =
8>><>>: 0 ろ過池以外の場合1 ろ過池の場合 (4.43)
2i =
8>><>>: 0 1945年以前の築造物1 1945年以降の築造物 (4.44)
という 2種類のダミー変数を用いることとした．したがって，推計に用いた加速劣化ハザードモ
デルは
yi =  ln xi + 0 + 11i + 2
2
i + wi　 (4.45)












Bi = 1:553 + 0:31381i   0:93832i + 0:1603wi (4.47)
(i = 1;    ; 236)





施設 調査 築造年次 経過 データ 1 2
年次 年数 数
A 1993 1967 26 66 0 1
B 1996 1969 27 9 0 1
C 1988 1967 21 30 0 1
D 1989 1955 34 7 0 1
E 1989 1962 27 7 0 1
F 1989 1922 67 33 0 0
G 1986 1914 72 2 0 0
H 1986 1914 72 1 0 0
I 1986 1949 37 2 0 1
J 1990 1962 28 8 1 1
K 1996 1967 29 13 0 1
L 1985 1958 27 12 0 1
M 1985 1955 30 2 0 1
N 1993 1963 30 3 0 1
O 1993 1963 30 0 1 1
P 1991 1964 27 0 1 1
Q 2007 1958 49 15 0 1
R 2007 1958 49 20 1 1
S 2007 1960 47 3 0 1
T 2007 1958 49 3 0 1





 0 1 2 
0.6791 1.553 0.3138 -0.9383 0.1603
(5.804) (3.383) (9.552) (-31.32) (-)
た施設であるかどうかを表すダミー変数 2i の係数が  0:9383となっており，戦後の復興過程で建
設された浄・配水場コンクリート施設の中性化過程は，戦前の浄・配水場コンクリートより中性
化速度が早いことが理解できる．一方，中性化過程がルート t則を満足する場合，加速度パラメー
タの推計値は  = 2:0となる．しかしながら，分析対象として用いた浄・配水場コンクリート施設
のサンプルに関しては，加速度パラメータの推計値は  = 0:6791であり，ルート t則を満足して
いない．実際に，式 (4.26)で評価される仮説検定統計量は  = 126:7となり，その一方で，自由度
 = 5の 2分布における有意水準 95％の臨界値は 2(100 95)(5) = 11:07となる．したがって，明ら





































i = 1:553 + 0:31381i   0:93832i (4.51)
である．また，期待値，および分散は，
 = 0:9093(Ti)1=4:235 (4.52)
2 = 0:05870(Ti)2=4:235 (4.53)




















= 1   0:05 (4.54)
を満足するような xi(0:05)として定義できる．一方で，上述した期待値は，VaR (Value at Risk)指








図 4.4: リスク管理水準 5％の中性化深さ





図 4.5: 期待中性化深さ (ルート t則： = 2:0)





















Fi(jX; Ti) = 1   expf i(Ti + )
 6:238g














するまでの所要時間 (余寿命) の確率分布として定義することができる．図４.６には Ti = 10年，
X = 50mmとした場合における余寿命分布を求めた結果を示している．なお，本章の研究で対象と
したコンクリートコアサンプルのかぶり厚の平均値は 48:2mmである．中性化が管理水準以上に進
展する超過確率を  = 0:05に設定すれば，1945年（昭和 20年）以前のろ過池以外 (青色)，1945年
（昭和 20年）以降のろ過池 (緑色)，1945年（昭和 20年）以降のろ過池以外 (赤色)に対する補修
タイミング は，それぞれ 46:5，20:2，12:1年後となる．一方で，期待余寿命に関して同様に算














































































































































































































            fi

	        " # % ' (  + ,  . /
0 1
0 1 2 3
5 6 8 : < : = > @ A C E
0 G
H I









ただし，寿命 の定義域は [0，1)である．取替え時点 t0からある時点 t = t0 + まで時間が経過し
たと考える．取替え時点から任意の時点 t0 +  2 [t0;1]まで，管路が破損しないで健全である確率
(以下，生存確率と呼ぶ) F()は，全事象確率 1から時点 t0 + までに管路が破損する累積故障確率
F()を差し引いた値
F() = 1   F() (5.1)







() = mm 1 (5.3)
を用いる．ただし，;mは推計すべき未知パラメータである．さらにが，管路特性，使用・環境条件




 = x0 (5.4)
と表せる．上式中で，xn(n = 1;    ;N)は n番目の特性変数の観測値を表し， = (1;    ; N)は未
知パラメータベクトルである．0は転置操作を表す．したがって，管路の寿命に影響を及ぼす上述
の特性を考慮する場合には，未知パラメータ の推計は の推計に帰着される．また，式 (5.3)の
mはハザード率の時間的な増加傾向を表す加速度パラメータである．ワイブル劣化ハザード関数
を用いた場合，管路寿命の確率密度関数 f ()，および管路の生存確率 F()は，それぞれ次式で表
される．
f () = mm 1 exp( m) (5.5)










により，方程式 (5.5)の確率密度関数 f ()，式 (5.6)の生存関数 F()は次のように示される．　　
() = mm 1 (5.7)
f () = mm 1 exp( m) (5.8)















ほぼ全延長に該当する記録データの総数を S とする．その内，各データの記録は s (s = 1; :::; S )
で示される．各データの分離状況は，各々の都市の管理上の都合による．方程式 (5.8 )と (5.9)は，
以下のように定式化される．
f (ts) = mtm 1s exp( tms ) (5.11)
F(ts) = exp( tms ) (5.12)
セクション sの劣化は，管路の他の部分から相互に独立しているとする．このため，劣化の同時確
率密度は，以下の尤度関数で表される．











	(1 s) nmtm 1s exp( tms )os (5.13)
sは，漏出が生じた際には 1，その逆は 0のダミー変数．数学的な操作の容易さのために，方程式
(5.13)の両対数を求める．以下の方程式は，対数尤度関数である．
lnL(;m : ts) =
SX
s
2666664 (1   s)( tms )
+s





パラメータ と mは，最大尤推定法方法を用いて算出する．対数尤度関数 (5.14)を最大にするパ




= 0; (i = 1; 2) (5.15)

















じて一定と仮定する．管路の寿命が となる確率密度 f ()は式 (5.5)で表される．管路の取替え期





c f (t) exp( t)dt (5.17)
と表される．ただし，は瞬間的割引率である．一方，取替え費用は時間を通じて一定値 Iをとる
と仮定する．管路は，1)管路が破損した場合，2)管路が取替え時期に達した場合に取替えられる．





I f (t) exp( t)dt




られた時点で評価した期待ライフサイクル費用の現在価値を J(0 : z)と表そう．いま，管路の次回
の取替え時点で評価したそれ以降の期待ライフサイクル費用の当該期価値も J(0 : z)で表されるこ
とに留意すれば，管路取替え時点で評価した期待ライフサイクル費用の現在割引現在価値は，再
帰的に
J(0 : z) =
Z z
0
f (t)fc + I + J(0 : z)g exp( t)dt
+ F(z)fI + J(0 : z)g exp( z) (5.19)
と表現できる．ここで，2つの関数 (z),  (z)を
(z) = F(z) exp( z)


















J(0 : z) =
(c + I) (z) + I(z)











f1   (z)   (z)g2 = 0 (5.24)




を得る．ただし， (z)0 = d (z)=dz，(z)0 = d(z)=dzである．すなわち，最適取替え期間 zは






最適解を求めることとした [109]，[110]．式 (5.21)に着目すれば，式 (5.22)の分母は，




と表せることができる．さらに，式 (5.21)と式 (5.27)を式 (5.22)に代入することより，
J(0 : z) =





  (c + I) (5.28)
を得る．すなわち，汎関数 J(0 : z)には (z)とその積分項が含まれる．ここで，数値計算により
積分項を求めるために，区間 [0;M]を微小区間 を用いて離散分割し z = kと表現する．ただ
し，kは整数パラメータ，M は十分大きい実数であり，M = Kが成立する．このとき，積分値















[(kdt) + ((k + 1)dt)]dt
2
(5.30)























fi(t)fc + Ii + Ji(0 : zi)g exp( t)dt





fJi(0 : zi) : i = 1;    ;Ng (5.32)





考える．そのうち，タイプ j ( j = 1，   ;M)の管路に着目する．着目した管路は，直近の敷設，取
替え時点から，破損・破壊事故が生起せず，時間  jが経過したと考える．このとき，現時点から
時間 t j後までに管路が破損する条件付確率 F j(t jj j)は
F j(t jj j) = F j(t j +  j)   F j( j)F j( j)
(5.33)
と表される．式 (5.33)の両辺を t jで微分することにより，条件付確率密度関数 f j(t jj j)




 j(t jj j) = f j(t jj j)F j(t jj j)
(5.35)
を用いて表現できる．ただし， F j(t jj j)は，現在時点  jまで破損・破壊が発生しなかった上に，さ
らに追加的に時間 t jの間，破損・破壊が発生しない確率を表し，










f j(t jj j)，および管路の条件付生存確率 F j(t jj j)は，
f j(t jj j) = mtm 1j expf (t j +  j)mg (5.37)
F j(t jj j) = expf (t j +  j)mg (5.38)
と表される．
ここで，直近の敷設時点から時間  jが経過したタイプ jの管路を，タイプ iの管路に取替える
問題を考える．現時点から時間 z j後に管路をタイプ iに取替えることにより発生する期待ライフ
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サイクル費用 Jij (z j :  j)は
Ji





f j(t jj j)fc + Ii + Ji(0 : zi)g exp( t j)dt j
+ F j(z jj j)fI + Ji(0 : zi)g exp( zi) (5.39)
と表される．したがって，時間 が経過したタイプ jの管路の最適取替え時刻 zj( j)は
zj = argminz j
f Jij (z j :  j)g (5.40)
と表される．この問題の 1階の最適化条件は
f j(zj j j)fc + Ii + Ji(0 : zi)g exp( zj)
= f f j(zj j j) +  F j(zj j j)g
















管種 管材質等 口径  (m) 総延長 (km)
C 普通鋳鉄管
　 (～1933)













































































i = x0i (5.42)
と定義した．上式中，xは説明変数ベクトルであり，管種以外の要因が管路寿命に及ぼす影響につ
いても考慮した．複数の説明変数の組み合わせに対して推計を実施した結果，本解析では，説明
変数を考慮しないケース（ケース 1）：i = 1と，説明変数として管路長を採用するケース（ケー
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表 5.3: ワイブル関数のパラメータの算定（ケース 2）
管種 1 2 mi

























管種 C F FL A
期待ライフサイクル費用（千円） 480.64 497.32 510.36 397.25
（491.33）（510.74）（526.34）（―）
最適取替え期間（年） 55 59 55 81






























図 5.8: 期待ライフサイクル費用と最適取替え期間（管種 Aに改良される場合）
下，社会的損失，取替え費用，割引率の順に感度分析を実施するが，割引率： = 0:04，社会的損





会的損失を変化させた 3ケース（c = 4; 000千円，c = 5; 000千円，c = 6; 000千円，ただし取替
え費用は I=1,000千円に固定）の結果を示している．例えば，ベンチマーク（割引率： = 0:04，
社会的損失：c = 5; 000千円，取替え費用：I = 1; 000千円）と比較すると，割引率が 0.01増減す
るだけで最適取替え期間が 10年程度変動する．さらに，ベンチマークから相対的に社会的損失が







割引率を 0.03，0.04，0.05と設定した 3ケースに対して，社会的損失を 3,000千円から 8,000千円
まで変化させたものであるが，社会的損失の増加が最適取替え期間を逐次的に短縮させているこ
















瞬間的割引率 を 0とした極限においては，式 (5.22)の分母が 0となり，期待ライフサイクル費




















fACi(zi ) : i = 1;    ;Ng (5.45)







0 f j(t jj j)(c + Ii)dt j + F j(z jj j)Ii
z j
(5.46)
が発生する．ただし， F j(t jj j)は，現在時点  jまで破損・破壊が発生じなかった上に，さらに追加
的に時間 t jの間，破損・破壊が発生しない確率である．一方，現時点において最適なタイプ iが使
用されている場合，毎期平均費用 ACi(zi )が発生する．この時，既存タイプの管路を z j期にわたり
継続的に利用することにより，追加的に発生する累積追加費用 (Cummulative Additional Cost)は，
CAC
i
j (z j) = fACi

j (z j)   ACi(zi )gz j (5.47)
と表わされる．したがって，時間 が経過したタイプ jの管路の最適取替え時刻 zj( j)は，
zj = argminz j
fCACi
























































ライフサイクル費用 J(0 : z)を求めるためには，式中のガンマ関数を算出する必要がある．本研
究においてはライフサイクル費用を解析的に算出することが困難であるために，数値計算による
代用法を述べる．
J(0 : z) =
(c + I) (z) + I(z)









mm 1 exp( m   t)dt (5.50)
(z) = F(z) exp( z)














= 1   (z)   
ZZ
0




1   (z)    (z) = 
zZ
0
exp( tm   t)dt (5.53)
で与えられる．式 (5.52)と (5.27)を式 (5.49)に代入すると，
J(0 : z)
=
(c + I) [ (z) + (z)   1] + c + I   c(z)
1   (z)    (z)
=




























































































































































































































現在は，計画給水人口 70千人，計画 1日最大給水量 35千m3 で事業を行っている．

























































































































































管路種別 法定耐用年数 更新前更新周期 　更新後更新周期
取・導水管 40 40 40
送水管 40 40 40
配水管 配水本管 40 40 40
　 配水支管 40 40（～1965） 40
　 40 40（1966～） 40
表 6.3: 手引きの事例による管路の更新周期（年）
管路種別 法定耐用年数 更新前更新周期 　更新後更新周期
取・導水管 40 40 40
送水管 40 60 60
配水管 配水本管 40 60 60
配水支管 40 60（～1965） 60
40 60（1966～） 60
表 6.4: 第５章を基にした管路の更新周期（年）
管路種別 法定耐用年数 更新前更新周期 　更新後更新周期
取・導水管 40 40 40
送水管 40 40 40
配水管 配水本管 40 40 40
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